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小田原市、三井住友信託銀行、横浜銀行との 

エネルギー地産地消を対象とした「インパクトレポート」 

の策定について 
 

浜銀総合研究所（代表取締役社長 鈴木 圭一、以下「当社」）は、小田原市（市

長 守屋 輝彦、以下「同市」）、三井住友信託銀行株式会社（取締役社長 大山 一

也、以下「三井住友信託銀行」）および株式会社横浜銀行（代表取締役頭取 片

岡 達也、以下「横浜銀行」）とともに、２０２１年１１月に締結した連携協定

に基づき、同市におけるエネルギーの地産地消を対象とするインパクト評価（以

下「本評価」）の結果を記載した「小田原市 エネルギー地産地消インパクトレ

ポート」（以下「本レポート」）を策定しましたので、お知らせします。 

本レポートでは、同市が第６次総合計画でまちの将来像として示す「エネル

ギーの地産地消」に向けて、具体的な道筋（ロジックモデル）を明らかにする

ととともに、ＫＰＩ（重要業績評価指標）を設定することで、エネルギー地産

地消の取り組み状況をモニタリングする仕組みを構築しました。今後は、定期

的なモニタリング支援に加え、インパクト創出に必要なサポートを適切に行っ

ていきます。 

当社は、横浜銀行が２０２２年５月に県内３２自治体とともに立ち上げた地

域脱炭素プラットフォーム（※）の事務局として、地域脱炭素の取り組みを支

援しています。今後、本評価で得た知見を他自治体に展開していくことで、エ

ネルギー地産地消の拡大につなげていきます。 

（※）地方公共団体を主な参加者とし、脱炭素への取り組みにかかる最新の取り組み事例

や技術の紹介のほか、脱炭素担当者のネットワーク構築や、実証事業検討の場などを

提供します。 
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【本レポートの概要】 

発 行 日 ２０２２年７月２９日（金） 

名 称 小田原市 エネルギー地産地消インパクトレポート 

内 容 

１．小田原市のエネルギー地産地消の取り組みについて 

  これまでの歩み、２０３０年に向けたビジョン、経済波及効果 

２．分析手法および対象 

  インパクト評価、対象事業者、対象事業 

３．分析結果 

  ロジックモデル、ＫＰＩ 

４．小田原市からのメッセージ 

 

 

※詳細は以下を参照ください。 

小田原市ホームページ「エネルギー地産地消インパクトレポート」 

 https://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/envi/energy/progress/p34501.html 
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